
令和7年4月現在 
河内長野市 成長戦略局 営業部 
公民連携課（河内長野市公民連携デスクグループ） 
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   河内長野市では、人口減少・少子高齢化や、社会インフラの老朽化など、急激に進行しており、将
来を見据えた対応が急務となっています。 
 また、ライフスタイルの変化や情報化の進展などにより、市民ニーズは多様化しており、行政課題
は複雑化・高度化しています。 
 この状況下で、市民や民間事業者、NPO、教育機関など多様な主体（以下「民間事業者等」とい
う。）との連携を図り、共に知恵と力を出し合い、まちづくりを進めていく必要があります。 
 特に、事業者や教育機関がもつ知恵やアイデア、資金、技術、ノウハウ等を有効に活用しながら、
住民サービスの向上や事業効率化のアップ、地域経済の活性化などにつなげていくことが必要不可欠
となっています。 

財政の悪化 

人口減少 
少子 
高齢化 

社会 
インフラ 
老朽化 

地域課題の多様化・複雑化 

ライフ 
スタイルの
多様化 

情報化の
進展 

行政が担ってきた 
「住民サービス向上」 
「地域課題解決」 
「政策推進」 
に変化が生じている。 

行政だけでは解決でき
ない課題に！ 

事業者等との連携 

（＝公民連携） 

行政にはない、民間事業
者やNPO、教育機関等が
持つ資源を有効活用 

知恵 アイデア 

資金 技術 

ノウハウ 経験 

行政だけでは解決でき
ない課題を解決！ 
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公民連携推進のため、常に開かれた連携窓口として 

総合政策部政策企画課内に 

河内長野市公民連携デスク 

を設置します 
 

 オープンな公民連携のワンストップ窓口を設置し、公
平かつ連携しやすい環境を作ります。 

 事業者からの提案型と市からの提案募集型の双方向か
らのアプローチにより公民連携を創出します。 

 連携しやすい環境を作ることで、公民連携（＝民間活
力の活用）機会を増やします。 

 公民連携機会を増やし、課題解決の可能性を高めます。 
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民間事業者等 

①公民連携デスクで受付 
②対等な連携を築けるよう、提案内容について、対話を通じて確認します。 

 

連携提案 

河内長野市の公益性 連携事業者のメリット 

①民間事業者等からの連携提案を公民連携デスクで受け付けます。 

②公民連携デスクで、行政と民間事業者等とがWIN－WINの関係性を構築できる提案であるか 
 を確認します。 
 
 公民連携を有効に、かつ継続して行うためには、行政には公益性があり、民間事業者等にも同
等のメリットが必要となります。 
 公民連携デスクでは、民間事業者等からの連携提案を受付け、行政の公益性と民間事業者等の
メリットが対等であることを確認します。 

対等 
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民間事業者等 
連携事業実施 
「やってみる」「やりなが
ら考える」の発展性のある
取組みを目指す。 

③連携提案実施の可能性を確認 ④連携形態を決定 

③公民連携デスクと市の担当部局、連携事業者により、調整を行い、連携提案実施の可能性を 
 確認します。 

④連携の可能性を確認した場合、公民連携デスクにて連携形態（包括連携協定、事業連携協定、 

 協定なし）を決定します。 

⑤協定締結を行う場合、担当部局と、細部の調整を行い協定締結を決定します。 
 
 連携提案実施の可能性を確認し、実施可能であることが確認できた場合、連携形態を決定し、
協定締結が必要な連携提案については担当部局と細部の調整を行い協定締結を決定します。協
定が必要のない提案については、担当部局と協議の上、個別に連携事業を実施します。 

市担当部局 

公民連携デスク 

 

 
 

 

包括連携協定 

事業連携協定 

 

 
 

 

担当部局調整 

⑤協定の内容を決定の上
連携協定締結 

*

5 



 

 
 

 

民間事業者等 
①公民連携が有効な 
特定事業を調整 

②連携提案募集する 
 特定事業選定 

①公民連携デスクと担当部局との調整により、河内長野市の課題を解決するため、公民連携が 
 有効な特定事業を選定します。 

②特定事業に対する連携提案を募集します。 

③応募を受け付けた全ての連携提案について、連携提案型のフローに基づき実施を検討します。 
 
 河内長野市の行政課題の解決を目的とし、特定事業の推進に合致する民間参入を誘導するた
め、河内長野市から、民間事業者等に対し、連携を呼びかけます。 

市担当部局 

公民連携デスク 

特定事業選定 調整 

③A 連携提案型STEP１・STEP2のプロセスにより連携事業実施を検討 
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連携提案募集 応
募 
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市民、民間事業者等、行政にとっての「三方良し」 
公民の連携により、行政と民間事業者等が対等な連携を行うことにより、「住民サービ
ス向上」「地域課題解決」「政策推進」を実現し、もって、市民の生活を豊
かにすることが重要です。 

よって市民、民間事業者等、河内長野市にとって「三方良し」を目指します。 

市民 

事業者等 河内長野市 

市民 

■生活の質の向上 
■地域の活性化 

民間事業者等 

■企業価値の向上 
■ビジネスチャンスの拡大 

河内長野市 

■住民サービスの向上 
■地域課題解決 
■施策推進 
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■連携事例の紹介 
■連携提案募集の紹介 
■共同連携事業の実施 
■情報の共有 
■デスク運営の相談 

 大阪府における企業・大学等との連携のワンストップ窓口である大阪府公民戦略連携
デスクと連携することで、公民連携のノウハウ習得をはじめ、河内長野市の公民連携の
可能性をさらに高めます。 

■連携ノウハウの提供 
■連携事業者の紹介 
■共同連携事業の実施 
■連携事例の紹介 
■情報の共有 

大阪府公民連携戦略デスク 

河内長野市公民連携デスク 
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河内長野市公民連携デスクグループ 
（成長戦略局 営業部 公民連携課内） 

場 所：河内長野市役所 3階 

連絡先：0721-53-1111（内線327・337） 

担当者：古久保・斎当 

メール：koumin@city.kawachinagano.lg.jp 

お気軽に河内長野市公民連携デスクグループまで 

ご相談ください！ 

 互いの対話から、WIN-WINの連携を生み出しましょう 


